
2019 年度授業料軽減補助金受給対象世帯一覧 

以下の生活基準にいずれか１つでも該当すれば、受給対象となります。 

 生活基準 

１ 生活保護受給世帯 

2(a) 所得税非課税世帯 

◇住宅借入金等特別控除のために非課税になっている場合は、対象外です。 

2(b) 道府県民税および市町村民税（所得割額）非課税世帯 

2(c) 国民年金保険料全額免除世帯 

◇両親がいる場合は、双方が全額免除である場合のみ対象です。 

2(d) 児童扶養手当受給世帯（毎年、基準額の見直しがあります。） 
◇ただし、下 表 の手 当 月 額 以 上 を受 給 されている方 が対 象 です。  

 
＜平成 31 年 4 月～令和 2 年 1 月の認定基準月額＞ 

●児童扶養手当証明書の有効期限＜平成 31(2019)年 10 月 31 日＞ 

支給対象児童数 認定基準月額 支給対象児童数 認定基準月額 

1 人 ２８，４００円 ４人 ４５，６７０円 

2 人 ３６，２５０円 ５人 ５０，３８０円 

3 人 ４０，９６０円 6 人以上 事務室へお問い合わせください 

 
＜令和元年 8 月～令和 2 年 3 月の認定基準月額＞ 

●児童扶養手当証明書の有効期限＜令和 2 年 10 月 31 日＞または＜令和 2 年 3 月 31 日＞ 

支給対象児童数 認定基準月額 支給対象児童数 認定基準月額 

1 人 ３２，５６０円 ４人 ５１，３１０円 

2 人 ４１，０９０円 ５人 ５６，４２０円 

3 人 ４６，２００円 6 人以上 事務室へお問い合わせください 

児童扶養手当・・・父母の離婚などにより父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭（ひとり親家庭）の生

活の安定と自立の促進に寄与するため、その児童を監護する母、監護しかつ生計を同じくする父、又は当該父母以外の方

で当該児童を養育する方に支給される手当です。 

2(e) 就学援助受給世帯（今年度） 

就学援助・・・経済的に困窮している世帯で、市立小・中学校及び県立中学校への就学が困難と認められる児童生徒の保

護者に対し、学用品費等の就学上必要な経費の一部を援助する制度です。 

2(f) 児童福祉施設（母子寮を除く）入所 

3(a) 就学援助受給世帯（前年度） 

◇ただし、前々年と前年の所得の増加額が 38 万円以内である場合のみ対象です。 

3(b) 合算所得特例 （両親に収入がある場合のみ対象） 

◇両親のいずれか一方が課税されている場合の特例 【下表の計算式により対象となる場合のみ】 

該当する方 

所得税が非課税相当の場合 

（両親の給与所得控除後の所得額合計－両親の所得控除の金額）×0.05 ＝ 千円未満 

道府県民税および市町村民税が非課税相当の場合 

（両親の合計（総）所得金額 － 両親の所得控除合計）× 0.10 ＝ 千円未満 
 

3(c) 家計急変世帯 

◇家計急変により、所得税非課税もしくは道府県民税及び市町村民税の所得割の合算額が非課税に相当する場合が対

象。（申請年度の収入見込みから推計し、非課税相当かを判断） 

3(d) 天災その他不慮の災害被災世帯 

 


